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1．水需要と上水道システム

衛生工学

講義の目標 
上水道の基本計画，管網システム，浄水処理の原理を
理解しており，説明できる。 
上下水道に関連する環境基準，法規を理解しており，
説明できる。



衛生工学（上水道，平山担当）

1. 5/7　水需要と上水道システム 
2. 5/14　流出解析と地下水取水 
3. 5/21　浄水施設 
4. 5/28　水道水質 
5. 6/4　管網解析 
6. 7/2　災害と水道システム

評価方法

レポート2回（上水道1回，下水道1回）　50% 
小テスト（課題）毎回　50% 
上水道は，NUCTで提出すること。



質問，確認事項は？

水需要と水道システム



水需要と水道システム

1. 上水道のミッション 
2. 水需要と原単位 
3. 水道施設設計

上水道のミッション



水道法

水道法第1条 

水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとと
もに、水道の基盤を強化することによつて、清浄にし
て豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上
と生活環境の改善とに寄与する
豊富：原単位が関連，水源の遠隔化 

低廉：独立採算制，アセット 

清浄：飲料水水質基準，残留塩素0.1ppm以上

水道法の一部改正 
（平成30年法律第92号）について

「水道を計画的に整備し，及び水道事業を保護育成する」か
ら「水道の基盤の強化」 

人口減少に伴う水の需要の減少，水道施設の老朽化，
深刻化する人材不足等の水道の直面する課題に対応し，
水道の基盤の強化を図るため 

1. 関係者の責務の明確化 
2. 広域連携の推進 
3. 適切な資産管理の推進 
4. 官民連携の推進 
5. 指定給水装置工事業者制度の改善



上水道システム
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複雑な上水道システム

河川水

地下水

水源 取水 導水 浄水 送水 配水 給水

沈殿池 
緩速・急速ろ過 
オゾン＋活性炭 

UV 
消毒

受水槽配水池浄水場

取水塔

井戸

ダム
導水管

送水管
配水本管 
配水支管 給水管

国土交通省 
都道府県

水道事業体，簡易水道事業体，専用水道
水道用水供給事業体

需要者



水道施設
取水施設 
適当な水質の水を必要な量取り入れる施設 

導水施設 
水道原水を浄水場まで輸送する施設 

浄水施設 
原水を飲料水に適するように処理する施設 

送水施設 
処理された浄水を配水池まで送るための施設 

配水施設 
浄水を一時的に蓄える配水池と需要者に供給するための配水管 

給水施設 
配水管から分岐して各戸の給水栓まで導水するための小口径管

水道の種類

水道事業：一般の需要に応じて，水道により水を供給する事
業。ただし，給水人口が100人以下である水道によるものを
除く。 
簡易水道事業：給水人口が5,000人以下である水道により，
水を供給する水道事業 
専用水道：寄宿舎，社宅，療養所等における自家用の水道そ
の他水道事業の用に供する水道以外の水道。(1)100人を超え
る者にその居住に必要な水を供給する。(2)その水道施設の一
日最大給水量が政令で定める基準を超えるもの。 
水道用水供給事業：水道により，水道事業者に対してその用
水を供給する事業



水道事業の種類，事業形態 
（平成29年度）

上水道事業：1,347 
計画給水人口5,001人以上を対象とした水道 
簡易水道事業：3,561 
計画給水人口が101～5,000人を対象とした水道 
専用水道：8,239 
計画給水人口が101人以上，人の飲用等に使用する給
水量が1日最大20m3を超える水道 
水道用水供給事業：92 
水道により水道事業者に対してその用水を供給

規模別の上水道事業者数
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水需要と原単位

水需要の変化
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生活用水使用量の推移
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給水状況（平成29年度）

年間総給水量：150.72億m3（ナゴヤドーム
8,914個） 
上水道事業：147.10億m3（95.8%） 
簡易水道事業：3.93億m3（4.0%） 
専用水道：0.29億m3（0.2%） 

一日最大給水量：46,085千m3（▲1.7%） 
一日平均給水量：40,416千m3（▲1.1%）

平成29年度水道統計，2019



一人一日最大給水量（平成29年度）

一人一日最大給水量（全国平均）：379 L/人・日 
▲7 L（1.8%） 
平成16年：433 L/人・日 
上水道事業の規模別 
100万人以上：343 L/人・日 
50万～100万：357 L/人・日 
10万～25万：372 L/人・日 
5万～10万：409 L/人・日 
3万～5万：443 L/人・日 平成29年度水道統計, 2019

一人一日平均使用量
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給水における原単位

原単位とは 
供給水量，施設の規模，施設設計などを決定する上で，
基本となる量 
実績に基づいて算出される．その地域の実績値 

一人一日当たりの使用水量＝給水における原単位 
長所：便利，無難，変更可能で柔軟性に富む 
短所：制約実績に基づいているので，真の需要と一致
しないおそれがある，動的問題に対応しずらい

家庭での水の使われ方
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用途 使い方 使用量

洗面・手洗い 1分間流しっぱなし 12 L

歯磨き 30秒間流しっぱなし 6 L

食器洗い 5分間流しっぱなし 60 L

洗車 流しっぱなし 90 L

シャワー 3分間流しっぱなし 36 L

東京都水道局
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水道施設設計



水道施設整備の基本的な考え方

面的・量的な施設整備　→　安全性・安定性の確
保やサービス水準の向上といった質的な施設整備
に，持続可能な水道事業の実現 
1.基本計画の策定と見直し 
2.非常時への対応 
3.費用の低減化 
4.維持管理の充実 
5.需要者への説明及び意向反映 
6.環境への配慮

基本事項の決定

1.計画年次 
基本計画において対象となる期間，10～20年程度 

2.計画給水区域 
計画年次までに配水管を布設し，給水しようとする区
域であり，広域的な配慮 

3.計画給水人口 
行政区域内人口の予測値を基に設定 

4.計画給水量 
原則として用途別使用水量を基に決定する。



上水道計画における計画給水量

計画給水量の決定 
水道の計画は，将来予測の確実性，施設設備の合理性
をふまえた上で，15～20年後を目標として行われる。 

原単位：一人一日当たりの使用水量 
1) 人口予測：計画給水人口 
2) 計画給水量：計画1日平均給水量（m3/日），計画1日
最大給水量（m3/日），計画時間最大給水量（m3/h）

人口予測

等差級数法： 
等比級数法： 
べき曲線法： 
ロジスティック曲線法： 
コーホート法
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人口予測：ロジスティック曲線法

人口の増加に対する抵抗（増加に対する制約）は，
人口の増加速度に比例すると仮定し，無限年後に
飽和に達するという考えにより，過去の人口デー
タにより将来の人口を予測する。 

三点法：飽和人口PS, 定数a, bの決定法。過去の三
点のデータより決定する。

P e
P
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人口予測：コーホート法

コーホート： 
共通した因子を持ち，観察対象となる集団。同年，ま
たは同期間に出生した集団。 

人口変動要因 
出生 
死亡 
移動



人口予測：コーホート法

基準人口（国勢調査等）に基づき， 
将来の仮定値を用いて， 
出生 
死亡 
（国際）人口移動 

将来人口を推定する。

人口予測：コーホート法の要素
男女年齢別に分類された 
基準人口 
国勢調査 

将来の出生率（および出生性比）の仮定 
女性コーホートのライフコースに沿って，出生発生過程
をモデル化，総人口，日本人人口別，出生率の把握 

将来の生残率の仮定 
生命表のリー・カーター・モデル，平均的な年齢別死亡
率，死亡の一般的水準（死亡指数） 

将来の国際人口移動率（数）の仮定 
日本人の入国超過率，外国人の入国超過数

国立社会保障・人口問題研究所



人口推定値（2010年ー2060年）

出典：国立社会保障・人口問題研究所ホームページ　（http://www.ipss.go.jp/）

名古屋市【人口：基本指標】

名古屋市大都市圏の現況・課題等，名古屋市，2013

項  目 名古屋市 愛知県 横浜市 大阪市 

 人 口 2,263,894人 7,410,719人 3,688,773人 2,665,314人 

 高齢者人口比率 21.2％ 20.30％ 20.10％ 22.67％ 

 世帯数 1,019,381世帯 2,933,802世帯 1,583,889世帯 1,317,990世帯 

  核家族世帯 531,215世帯 1,684,702世帯 947,693世帯 611,570世帯 

  単独世帯 414,490世帯 923,424世帯 531,213世帯 622,010世帯 

 昼間人口 2,569,376人 7,520,876人 3,375,330人 3,538,576人 

 昼間人口比率 113.5％ 101.49％ 91.50％ 132.76％ 

  流入人口 495,614人 1,537,680人 410,298人 1,113,574人 

  流出人口 190,132人 1,427,523人 723,741人 240,312人 

 外国人登録者数 66,883人 201,268人 77,295人 119,499人 

 推計人口（平成47年） 2,053,073人 7,046,425人 3,566,897人 2,386,625人 

 人口増減率（平成22年⇒平成47年） －9.3％ －4.92％ －3.30％ －10.46％ 

 推計65歳以上人口比率（平成47年） 30.70％ 29.51％ 32.34％ 31.99％ 

 １．基本指標 

8 

※「平成22年国勢調査」（総務省） 
 「日本の市区町村別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所発表）を基に作成 



名古屋市【人口：年齢区分別人口】

名古屋市大都市圏の現況・課題等，名古屋市，2013

 ２．名古屋市の年齢区分別人口及び構成比 
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■名古屋市の年齢区分別人口及び構成比の推移 

¾ 本市の「少子化※1」は、昭和50年頃から始まっているとされており、平成11年からは「少子
社会※2」に入っている。また、昭和52年から「高齢化社会※3」に、さらに平成10年からは
「高齢社会※3」となっている。 

¾ 本市の平成24年の人口構成は、65歳以上の構成比が22.11％なのに対し15歳未満の構成比は
12.90％となっており「少子社会」「高齢社会」が進行している。 

¾ 本市の「少子化※1」は、昭和50年頃から始まっているとされており、平成11年からは「少子
社会※2」に入っている。また、昭和52年から「高齢化社会※3」に、さらに平成10年からは
「高齢社会※3」となっている。 

¾ 本市の平成24年の人口構成は、65歳以上の構成比が22.11％なのに対し15歳未満の構成比は
12.90％となっており「少子社会」「高齢社会」が進行している。 

(注1) 少子化…人口学の世界では、一般的に、合計特殊出生率が、人口を維持するのに必要な水準（人口置き換え水準）を相当期間下回っている状況を「少子化」と定義している。日本では、1970年代半ば以降、この「少子化現象」が続いている。 
  （「平成16年版少子化社会白書」より抜粋） 
(注2) 少子社会…合計特殊出生率が人口置き換え水準をはるかに下まわり、かつ、子どもの数が高齢者人口（65歳以上人口）よりも少なくなった社会を少子社会と呼ぶ。（「平成16年版少子化社会白書」より抜粋） 
(注3) 高齢化社会・高齢社会…一般に、高齢化率が７％を超えた社会を「高齢化社会」、14％を超えた社会を「高齢社会」と呼んでいる。（「平成16年版高齢社会白書」より抜粋） 
(注4) 人口置き換え水準…現在の人口を維持できる合計特殊出生率の目安で、人口が静止するために必要な合計特殊出生率。静止粗再生産率とも言われている。（全国値、最新はH22値） 
(注5) 合計特殊出生率…その年の15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性がその年の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数で、一人の女性が一生に産む子どもの平均数とみなされる。（最新はH23値） 

※「平成16年版少子化社会白書」（内閣府）、「平成16年版高齢社会白書」（内閣府）、「国勢調査」（総務省）、「人口推計」（総務省）、 
 「人口統計資料集2012」（国立社会保障･人口問題研究所）、「人口動態統計年報」（厚生労働省）、「平成23年(2011)人口動態統計 
  (確定数)の概況」（厚生労働省）、「常住人口調査」（名古屋市）、「人口動向調査」（名古屋市）を基に作成 

名古屋市【将来推計人口】

名古屋市大都市圏の現況・課題等，名古屋市，2013

 ３．名古屋市の将来推計人口、高齢化率 
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埼玉県 58.9 117.7 2.00 

千葉県 56.3 108.2 1.92 

神奈川県 79･4 148.5 1.87 

大阪府 84.3 152.8 1.81 

愛知県 66.0 116.6 1.77 

東京都 123.4 197.7 1.60 

～
 

～
 

鹿児島県 25.4 29.5 1.16 

島根県 11.9 13.7 1.15 

山形県 18.1 20.7 1.15 

全国 1419.4 2178.6 1.53 

都道府県の75歳以上人口の増加率 
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¾ 名古屋市の人口は、２０１５年をピークに減少に転じると見込まれている。また、２０４０年には、
人口の３０％以上を６５歳以上が占める一方で、１５歳未満が占める人口は１０％まで低下している。 

¾ 都市部における７５歳以上人口は、他の地域に比べ急激に増加する。 

¾ 本市の人口は、2015年をピークに減少に転じると見込まれている。また、2040年には、人口
の30％以上を65歳以上が占める一方で、15歳未満が占める人口は10％まで低下している。 

¾ 都市部における75歳以上人口は、他の地域に比べ急激に増加する。 

※「日本の市区町村別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所発表）を基に作成 

（人） 



社会動態（名古屋市と愛知県内市町村間）

名古屋市大都市圏の現況・課題等，名古屋市，2013

 １３．社会動態（名古屋市と愛知県内市町村間の社会増減数） 
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愛知県内市町村との社会増減数 

● 名古屋市から愛知県内市町村へ 
  の転出超過は、尾張地域の名古屋 
  市近隣市町となっている。 

● 愛知県内市町村から名古屋市へ 
  の転入超過は、主に三河地域の 
  市となっている。 

¾ 愛知県内市町村から、本市への転入・転出による社会増減は、尾張地域の名古屋市近隣
市町村への転出超過、三河地域からの転入超過となっている傾向が見られる。 

¾ 愛知県内市町村から本市への転入・転出による社会増減は、尾張地域の名古屋市近隣
市町村への転出超過、三河地域からの転入超過となっている傾向が見られる。 

20 
※「愛知県人口動向調査（平成24年）」を基に作成 

（人） 

愛知県将来人口推計

国土数値情報，2018
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給水量原単位

単位当たりの給水量。 
一日平均給水量 
一人一日平均給水量 
一人一日最大給水量 
時間最大給水量 

水需要予測では，各用途毎の，一人一日（一件一
日）当たりの使用水量等 
給水量を面積や生産額などの活動当たりに換算

給水量原単位

施設計画や財政計画の基本となる計画給水量を決
定する際に用いる，単位当たりの給水量のこと。 

計画一日平均給水量 

計画一日最大給水量 

計画一人一日平均給水量 

計画一人一日最大給水量 

計画時間最大給水量



計画給水量の決定

一般家庭での1人1日当たりの平均使用量は200～
250L/人・日 
水道水は生活用水のほか，業務・営業用水，工場
用水などの用途に使用される。

用途別標準分類表

 32

 5）施設耐震化に関する計画……事業費○○○億円 

 (1) 導水管の耐震化 

   Ｂ浄水場導水管をパイプインパイプで耐震化する……管径○○○○mm、延長○○○ｍ 

 (2) 配水管の耐震化 

   重要路線の配水管を耐震継手の管に布設替え……管径○○○～○○○mm、延長○○○○ｍ 

 (3) 応急給水拠点の設置 

   公園等に耐震性貯水槽を設置し、応急給水拠点を整備する。……容量○○○ｍ3、○○箇所 

 (4) 隣接事業体との相互応援の検討 

   隣接事業体との連絡管の整備、災害時訓練の実施等について検討・協議する。 

 6） 環境配慮の検討 

   小水力・太陽光発電などの新エネルギーの活用について、浄水場の覆蓋化も含めて検討す

る。 

 

 

〔参考-1.5〕 用途別推計 

用途別推計は、使用水量を用途別に分類し、用途ごとに推計するものである。なお、分類に当

たっては、参考表-1.5.1 に示す用途別標準分類表を参考にする。この方法による標準的推計手法

は参考図-1.5.1 のとおりである。 

参考表-1.5.1 用途別標準分類表 

 

世帯構成人員及び生活用水の一人一日使用水量の推移を参考表-1.5.2 に、世帯構成人員別一人

一日使用水量を参考表-1.5.3 に示す。 

使用目的別の基礎的な使用水量（基礎水量）の調査例を参考表-1.5.4 に示す。業態別原単位の

調査例を参考表-1.5.8に示す。 

 

 

厚生労働省，水道施設設計指針，2012



世帯構成人員と一人一日使用水量
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参考表-1.5.2 世帯構成人員と一人一日使用水量の水位 

 

参考表-1.5.3 世帯構成人員別一人一日使用水量（Ｌ/人・日） 

 

参考表-1.5.4 使用目的別基礎水量 

 

参考表-1.5.8 業態別原単位 
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参考表-1.5.3 世帯構成人員別一人一日使用水量（Ｌ/人・日） 

 

参考表-1.5.4 使用目的別基礎水量 

 

参考表-1.5.8 業態別原単位 

 

 

厚生労働省，水道施設設計指針，2012

業態別原単位

厚生労働省，水道施設設計指針，2012
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参考表-1.5.2 世帯構成人員と一人一日使用水量の水位 

 

参考表-1.5.3 世帯構成人員別一人一日使用水量（Ｌ/人・日） 

 

参考表-1.5.4 使用目的別基礎水量 

 

参考表-1.5.8 業態別原単位 

 

 



計画一日平均給水量

有効率 ＝ 有効水量/給水量 
有効率は，水道施設及び給水装置を通して給水される
水量が有効に使用されているかどうかを示す指標。 
計画有効率は，今後の整備計画や漏水防止対策を反映 

計画有収率 ＝ 計画有効率ー無収率 
無収率 ＝ 無収水量/給水量 
計画一日平均給水量 ＝ 計画一日平均使用水量/計
画有収率

計画一日最大給水量

計画一日最大給水量 ＝ 計画一日平均給水量/計画
負荷率 
計画負荷率： 
負荷率は給水量の変動の大きさを示すものであり，都
市の規模によって変化するほか，都市の性格，気象条
件等によっても左右される。 
一日最大給水量は，曜日・天候による水使用状況によっ
て大きく影響を受けるため，過去の実績値や，気象，
渇水等による変動条件にも十分留意



給水人口規模と負荷率

厚生労働省，水道施設設計指針，2012
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図-1.2.6 給水人口規模と負荷率 

 (2) 一人一日平均使用水量を基にした算定 

 使用水量の内訳やその他の基礎資料が整備されていない場合には、一人一日平均使用水量を基

に算定することもできる。 

計画一日平均給水量＝計画一人一日平均使用水量×計画給水人口 

2）需要水量の推計 

 将来の需要水量を予測する主な推計手法として、①時系列傾向分析による推計、②重回帰分析

による推計、③要因別分析による推計、④使用目的別分析による推計、⑤その他の推計（多変量

解析法、システム・ダイナミックス法等）がある。 

 なお、推計手法の採用に当たっては幾つかの手法を比較検討し、より適したものを選定するこ

とが重要である。 

 

1.2.6 整備内容の決定 

整備内容の決定に際しては、施設全体としての整合性等を勘案して、事業の内容、工程、

概算事業費等を明らかにする。 

〔解説〕 

 整備内容の決定に当たっては、各施設間の容量、能力等のバランスがとれていて、施設全体か

らみて能力的に無駄がないこと、拡張計画の場合は、目標年次までの需要の推移に応じて過不足

なく供給できることなどに配慮する。 

 個々の整備計画の実施時期については、整備期間中の水需要の動向を勘案した上で、各施設整
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水使用量の変動

年間変動： 
一般に7月，8月，9月に使用量が多く，1月，2月に少
ない。変動幅は10～20% 
日変化： 
最大日は夏期の連続した多使用日のうちの1日として出
現。12月末日や行事のある日など特異日 
時間変化： 
2山形。朝5時頃より使用開始，8～9時頃極大。16時
頃まで減少，18～19時頃極大，朝まで減少。

上水道事業の月変動

平成29年度水道統計，2019
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図－10　上水道事業の月別一日平均給水量（一日当たりの給水量）

表－23　給水量の分析
（単位：％）（分水量を除く）

区　　　　分
平成17年度（2005） 平成22年度（2010） 平成27年度（2015） 平成29年度（2017）

上水道 簡　易
水　道

用　水
供　給 上水道 簡　易

水　道
用　水
供　給 上水道 簡　易

水　道
用　水
供　給 上水道 簡　易

水　道
用　水
供　給

給　　 水　　 量 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

有 効 水 量 92.3 79.7 99.8 92.9 78.0 99.6 92.6 74.8 99.7 92.5 75.1 99.8 

有 収 水 量 89.5 79.7 99.7 90.2 78.0 99.4 90.0 74.8 99.6 90.0 75.1 99.7 

無 収 水 量 2.8 ̶ 0.1 2.7 ̶ 0.2 2.6 ̶ 0.1 2.5 ̶ 0.1 

無 効 水 量 7.7 20.3 0.2 7.1 22.0 0.4 7.4 25.2 0.3 7.5 24.9 0.2 

また、月別給水量は平成29年度では７月が最高で約12.8億㎥／月となっている。なお、最低は２月で約11.5

億㎥／月となっている。

表－24　上水道事業の月別給水量
（単位：億㎥）

月別
年度 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

平成 7 12.73 13.31 13.30 14.50 15.09 13.83 13.67 13.02 13.37 13.00 12.47 12.91
〃  12 12.84 13.44 13.39 14.58 14.62 13.66 13.53 12.97 13.39 13.20 12.14 13.60
〃  17 12.61 13.02 13.16 13.65 13.79 13.12 13.10 12.64 13.11 12.83 11.78 12.68
〃  22 12.06 12.57 12.59 13.30 13.49 12.82 12.72 12.30 12.66 12.59 11.49 12.22
〃  29 11.92 12.38 12.16 12.84 12.60 12.11 12.33 12.00 12.51 12.44 11.51 12.30 
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配水量の時間変動

日本水道協会，2003

上水道システム

河川水

地下水

水源 取水 導水 浄水 送水 配水 給水

沈殿池 
緩速・急速ろ過 
オゾン＋活性炭 

UV 
消毒

受水槽配水池浄水場

取水塔

井戸

ダム
導水管

送水管
配水本管 
配水支管 給水管

日最大で設計 時間最大で設計



時間係数

時間平均給水量に対する時間最大給水量の比率を
表すための係数で，K値。 
計画時間最大給水量 = 計画一日最大給水量/24×
時間係数 
一般に配水量の多い系統ほど値は小さい。また，住宅
地の占める割合の高い系統ほど値は大きい。 
小規模住宅地域：2.0～2.5 
大規模住宅地域：1.5～1.8 
商業地域・工業地域：1.3～1.4

新型コロナウイルス感染症 
（COVID-19）による給水量への 

影響はある？



消防水利

火災鎮圧のためには消防機械とともに不可欠。 
人工水利：消火栓，防火水槽，プール 
自然水利：河川，池，湖，沼，海等 

水道事業者には，消火栓の設置が義務付けられて
いる。（水道法24条1項） 
消防法20条1項の規定に基づいた「消防水利の基
準」に従って設置 
常時貯水量40m3以上，取水可能量1m3/分以上で連続
40分以上の給水能力

計画配水量

配水管管径決定の基礎となる水量 
平時：計画時間最大給水量 
火災時：消火用水量を別途計算し，計画1日最大給
水量の1時間当たりの水量に加え，計画時間最大給
水量と比較して大きい方を採用 
消火用水量＋計画1日最大給水量/24 
計画時間最大給水量（計画1日最大給水量/24×K）



これからの水道施設設計

新水道ビジョン：「安全」「強靭」「持続」 
変化する外部環境 
人口減少社会 
自然災害の頻発 

リスク管理，維持管理の時代へ 
水道システム機能評価 
施設更新・改良（容易性と機能向上） 
ダウンサイジング

課題_第1回 
NUCTにて提出（締切：5月8日24時）

1. 用語についての説明（2,3行） 
1) 原単位 
2) 計画一日最大給水量 

2. 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策で，
手洗いやうがいの徹底が示されている． 
1) 以前と比べて，あなたの水使用量は変化したか？ 
2) 水道事業体の時間最大給水量に影響はあると思うか？


